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第２章 地震に強いまちづくり 

 第１節 地震に強いまちづくりの推進                          
 

 町及び防災関係機関は、建築物、土木構造物、通信施設、ライフライン施設、防災関連施設など

構造物、施設等の耐震性を確保するため、地盤状況の把握など地域の特性に配慮し、地震に強いま

ちづくりを推進するとともに、できるだけ短時間で避難が可能となるようなまちづくりを目指すも

のとする。 

 

１ 地震に強いまちづくり 

 ⑴ 町及び防災関係機関は、避難路、避難地、延焼遮断帯、防災活動拠点となる幹線道路、一時

避難地としての都市公園、河川など骨格的な都市基盤施設、消防活動困難区域の解消に資する

街路及び防災安全街区の整備、土地区画整理事業による市街地の面的な整備、建築物や公共施

設の耐震・不燃化、水面・緑地帯の計画的確保など防災に配慮した都市計画や土地利用の誘導

により、地震に強い都市構造の形成を図る。 

 ⑵ 町及び防災機関は、避難路、緊急輸送道路など防災上重要な経路を構成する道路について、

災害時の交通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又は制限を

行うとともに、無電柱化の促進を図るものとする。 

⑶ 町、防災関係機関及び施設管理者は、高層建築物や駅等不特定多数の者が利用する都市施設

等の地震発生時における安全性の確保の重要性を考慮し、これらの施設における安全確保対策

及び発災時の応急体制の整備を強化する。 

 

２ 建築物の安全化 

 ⑴ 町は、「当別町耐震改修促進計画」において設定された建築物の耐震改修等の具体的な目標の

達成のために、既存建築物の耐震診断・耐震改修を促進する施策を積極的に推進する。 

 ⑵ 町は、防災拠点や学校など公共施設の耐震診断を速やかに行い、その結果を公表するととも

に、施設の耐震性の向上を図る。 

 ⑶ 防災関係機関及び多数の者が使用する施設、並びに学校及び医療機関等の応急対策上重要な

施設の施設管理者は、非構造部材の耐震対策を含めた耐震性の確保に積極的に努めるとともに

避難所に指定されている施設については、あらかじめ必要な諸機能の整備に努める。 

 ⑷ 町は、住宅をはじめとする建築物の耐震性の確保を促進するため、建築基準法等の遵守の指

導等に努める。 

 ⑸ 町、防災関係機関及び施設管理者は、建築物における天井の脱落防止等の落下物対策、ブロ

ック塀の倒壊防止、エレベーターにおける閉じ込め防止、超高層ビルにおける長周期地震動対

策など総合的な地震安全対策を推進する。 
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３ 主要交通の強化 

  町及び防災関係機関は、主要な鉄道、道路等の基幹的な交通施設等の整備に当たって、耐震性

の強化、多重性・代替性を考慮した耐震設計やネットワークの充実に努める。 

 

４ 通信機能の強化 

  町及び防災関係機関は、主要な通信施設等の整備に当たって、災害対応に必要なネットワーク

の範囲を検討するとともに、設備の耐震性の確保や通信手段の多様化、多重化に努めるなどして、

耐災害性の強化に努めるものとする。 

 

５ ライフライン施設等の機能の確保 

 ⑴ 町、防災関係機関及びライフライン事業者は、上下水道、工業用水道、電気、ガス、電話等

のライフライン施設及び灌漑用水、営農飲雑用水等のライフライン代替施設の機能の確保を図

るため、主要設備の耐震化、震災後の復旧体制の整備、資機材の備蓄等に努める。 

   特に、３次医療機関等の人命に関わる重要施設への供給ラインの重点的な耐震化を進めるも

のとする。 

 ⑵ 町及び防災関係機関は、関係機関と密接な連携を取りつつ、ライフライン共同収容施設とし

ての共同溝、電線共同溝等の整備等に努める。 

 ⑶ 町及び防災関係機関においては、自ら保有するコンピューターシステムやデータのバックア

ップ対策を講じるとともに、企業等における安全確保に向けての自発的な取り組みを促進する。 

 

６ 復旧対策基地の整備 

  町は、震災後の復旧拠点基地、救援基地となる都市公園等の整備に努める。 

 

７ 液状化対策 

 ⑴ 町、防災関係機関及び公共施設等の管理者は、施設の設置に当たって、地盤改良等により液

状化の発生を防止する対策や液状化が発生した場合においても施設の被害を防止する対策等を

適切に実施するほか、大規模開発に当たって十分な連絡・調整を図る。 

⑵ 個人住宅等の小規模建築物についても、液状化対策に有効な基礎構造等についてパンフレッ

ト等による普及を図る。 

⑶ 町及び道は、地震による損壊等で決壊した場合に大きな被害をもたらすおそれのあるため池

について、ハザードマップの作成等により、適切な情報提供を図る。 

 

８ 危険物施設等の安全確保 

  町及び防災関係機関は、石油コンビナート等の危険物施設等及び火災原因となるボイラー施設

等の耐震性の確保、緩衝緑地の整備及び防災訓練の積極的な実施等を促進する。 
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９ 災害応急対策等への備え 

  町及び防災関係機関は、災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行うために必要な備えを行うことと

する。 

  また、町は、地震などが発生した場合に備え、災害応急対策活動拠点として、災害対策車両や

ヘリコプターなどが十分活動できるグラウンド・公園などを確保し、周辺の町民等の理解を得る

など環境整備に努めること。 

 

10 防災拠点における再生可能エネルギー等の導入 

  町及び防災関係機関は、「当別町ゼロカーボン推進計画」等に基づき、エネルギー源の多様化、

分散化及び災害に強い地域のエネルギーインフラの構築実現のため、防災拠点、避難施設等への

再生可能エネルギー設備等の導入を進める。 
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 第２節 地震に関する防災知識の普及・啓発             

  

 町及び防災関係機関は、地震災害を予防し、又はその拡大を防止するため、町職員に対して地震

に関する教育、研修、訓練を行うとともに、町民等に対して地震に係る防災知識の普及・啓発を図

り、防災活動の的確かつ円滑な実施に努める。 

 防災知識の普及・啓発に当たっては、要配慮者に十分配慮し、地域において要配慮者を支援する

体制が確立されるよう努めるとともに、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮

するよう努める。 

 また、地域コミュニティにおける多様な主体の関わりの中で防災に関する教育の普及推進を図る

ものとする。 

 

１ 防災知識の普及・啓発 

 ⑴ 町及び防災関係機関は、町職員に対して地震に関する体制、制度、対策等について講習会等

の開催、訓練の実施、防災資料の作成配布等により防災知識の普及・啓発の徹底を図る。 

 ⑵ 町及び防災関係機関は、町民等に対し次により防災知識の普及・啓発を図る。 

ア 啓発内容 

 (ｱ) 地震に対する心得 

 (ｲ) 地震に関する一般知識 

 (ｳ) 非常用食料、飲料水、身の回り品等、非常用持出品や緊急医療の準備 

 (ｴ) 建物の耐震診断と補強、家具の固定、ガラスの飛散防止 

 (ｵ) 災害情報の正確な入手方法 

 (ｶ) 出火の防止及び初期消火の心得 

 (ｷ) 自動車運転時の心得 

 (ｸ) 救出・救護に関する事項 

 (ｹ) 避難場所、避難路及び避難方法等避難対策に関する事項 

 (ｺ) 水道、電力、ガス、電話などの地震災害時の心得 

 (ｻ) 要配慮者への配慮 

 (ｼ) 各防災関係機関が行う地震災害対策 

イ 普及方法 

 (ｱ) テレビ、ラジオ、新聞及びインターネット、ＳＮＳの利用 

 (ｲ) 広報誌（紙）、広報車両の利用 

 (ｳ) 映画、スライド、ビデオ等による普及 

 (ｴ) パンフレットの配布 

 (ｵ) 講習会、講演会等の開催及び訓練の実施 

 ⑶ 町及び防災関係機関は、町民等が緊急地震速報を受けたときの適切な対応行動を含め、緊急

地震速報について普及、啓発に努めるものとする。 
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２ 学校等教育関係機関における防災思想の普及 

 ⑴ 学校においては、児童生徒等に対し、地震の現象、災害の予防等の知識の向上及び防災の実

践活動（地震における避難、保護の措置等）の習得を積極的に推進する。 

 ⑵ 児童生徒等に対する地震防災教育の充実を図るため、教職員等に対する地震防災に関する研

修機会の充実等に努める。 

 ⑶ 地震防災教育は、学校等の種別、立地条件及び児童生徒等の発達段階などの実態に応じた内

容のものとして実施する。 

 ⑷ 社会教育においては、ＰＴＡ、成人学級、青年団体、女性団体等の会合や各種研究集会等の

機会を活用し、災害の現象、防災の心構え等の防災知識の普及に努める。 

 

３ 普及・啓発の時期 

  防災の日、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、防災の日、

防災とボランティアの日、防災とボランティア週間等、普及の内容により最も効果のある時期を

選んで行うものとする。 
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 第３節 防災訓練計画                       

  

 災害応急対策活動の円滑な実施を図るため、防災に関する知識及び技能の向上と町民等に対する

防災知識の普及、啓発を図ることを目的とした防災訓練計画は、一般災害対策編「第４章災害予防

計画第２節防災訓練計画」による。 

 

 第４節 物資の調達・確保及び防災資機材等の整備計画        

  

 町は、地震災害時において町民等の生活を確保するための食料その他の物資の確保、及び災害発

生時における応急対策活動を円滑に行うための防災資機材等の整備に努めるとともに、地域内の備

蓄量、供給事業者の保有量の把握に努める。 

 なお、実施に当たっては、一般災害対策編「第４章災害予防計画第１３節物資の調達・確保及び

防災資機材等の整備計画」による。 

 

 第５節 自主防災組織の育成等に関する計画             

  

 地震災害時における自主防災組織の育成等に関する計画は、一般災害対策編「第４章災害予防計

画第４節自主防災組織の育成等に関する計画」による。  

  

 第６節 避難体制整備計画                     

  

 地震災害時における避難体制整備計画は、一般災害対策編「第４章災害予防計画第１４節避難体

制整備計画」による。 

 

 第７節 避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画         

 

 地震災害時における避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画は、一般災害対策編「第４章災

害予防計画第１５節避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

                      地震災害対策編（第２章 地震に強いまちづくり） 

 

 

10

 第８節 火災予防計画                       

  

 地震に起因して発生する多発火災及び大規模火災の拡大を防止するため、地震時における出火の

未然防止、初期消火の徹底など火災予防のための指導の徹底及び消防力の整備に関する計画は、次

のとおりである。 

 

１ 地震による火災の防止 

  地震時の火災発生は、使用中の火気設備等によるものが多いことから、石狩北部地区消防事務

組合当別消防署は地震時の火の取り扱いについて指導啓発する。 

 

２ 火災予防の徹底 

  火災による被害を最小限に食い止めるためには、初期消火が重要であるので、町は、地域ぐる

み、職場ぐるみの協力体制と強力な消防体制の確立を図る。 

 ⑴ 一般家庭に対し、予防思想の啓発に努め、消火器及び住宅用火災警報器の設置促進を図ると

ともに、これらの器具等の取り扱い方を指導し、地震時における火災の防止と初期消火の徹底

を図る。 

 ⑵ 防災思想の啓発や災害の未然防止に着実な成果をあげるため、地域の自主防災組織、少年消

防クラブ等の設置及び育成指導を強化する。 

 ⑶ ホテル、医療機関等、一定規模以上の防火対象物に対し、法令の基準による消防用設備等の

設置を徹底するとともに、自主点検の実施及び適正な維持管理の指導を強化する。 

 

３ 消防力の整備 

  近年の産業、経済の発展に伴って、高層建築物、危険物施設等が増加し、火災発生時の人命の

危険度も増大していることから、町は、消防施設及び消防水利の整備充実を図るとともに、消防

職員の確保、消防技術の向上等により、消防力の整備充実を図る。あわせて、地域防災の中核と

なる消防団員の確保、育成強化及び整備等の充実を図り、消防団活動の活性化を推進する。 

 

４ 消防計画の整備強化 

  石狩北部地区消防事務組合は、防火活動の万全を期するため、消防計画を作成し、火災予防に

ついて次の事項に重点を置く。 

 ⑴ 消防力等の整備 

 ⑵ 地理、消防水利及び消防対象物の実態を把握するために行う調査 

 ⑶ 消防職員及び消防団員の教育訓練 

 ⑷ 査察その他の予防指導 

 ⑸ その他火災を予防するための措置 
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 第９節 危険物等災害予防計画                   

  

 地震時における危険物、火薬類、高圧ガス等の爆発、飛散、火災などによる災害の発生の予防に

関する計画は、次のとおりである。 

 

１ 事業所等に対する指導の強化 

  危険物等による災害の予防を促進するため、町及び関係機関は、事業所に対し、次の事項につ

いて指導に努める。 

 ⑴ 事業所等に対する設備、保安基準遵守事項の監督、指導の強化 

 ⑵ 事業所等の監督、指導における防災関係機関の連携強化 

 ⑶ 危険物等保安責任者制度の効果的活用による保安対策の強化 

 ⑷ 事業所等における自主保安体制の確立強化 

 ⑸ 事業所等における従業員に対する安全教育の徹底指導 

 ⑹ 事業所等の間における防災についての協力体制の確立強化 

 ⑺ 危険物保管施設の耐震性の確保に関する事業所等への指導の強化 

 

２ 危険物保安対策 

 ⑴ 事業者 

  ア 消防法に定める設置基準、保安基準を遵守するとともに、予防規程の作成、従業者に対す

る保安教育の実施、自衛消防組織の設置、危険物保安監督者の選任等による自主保安体制の

確立を図るものとする。 

  イ 危険物の流出その他の事故が発生したときは、直ちに、流出及び拡散の防止、危険物の除

去その他災害の発生の防止のための応急の措置を講じるとともに、消防機関、警察へ通報す

るものとする。 

 ⑵ 北海道、石狩北部地区消防事務組合当別消防署 

  ア 消防法の規定に基づき、保安検査、立入検査を行い、法令の規定に違反する場合は、許可

の取消等の措置命令を発するものとする。 

  イ 事業者の自主保安体制確立を図るため、予防規程の作成、従事者に対する保安教育の実施、

自衛消防組織の編成、危険物保安監督者の選任等について指導するものとする。 

 ⑶ 北海道警察 

   必要に応じ、危険物の保管状態、自主保安体制等実態を把握するとともに、資機材を整備充

実し、災害発生時における初動体制の確立を図るものとする。 

 

３ 火薬類保安対策 

 ⑴ 事業者 

  ア 火薬類取締法の定める設備基準、保安基準を遵守するとともに、危害予防規程の作成、保
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安教育計画の作成、火薬類製造保安責任者の選任等による自主保安体制の確立を図るものと

する。 

  イ 火薬庫が近隣の火災その他の事情により危険な状態になり、又は火薬類が安定度に異常を

呈したときは、法令で定める応急措置を講じるとともに、火薬類について災害が発生したと

きは、直ちに警察官に届け出るとともに、北海道に報告するものとする。 

 ⑵ 北海道産業保安監督部 

  ア 火薬類取締法の規定に基づき、保安検査、立入検査を行い、法令の規定に違反する場合は、

許可の取消等の措置命令を発するものとする。 

  イ 火薬類取締法の規定による許可等の処分をしたとき、又は届出を受理したときは、速やか

に国家公安委員会に通報する等関係機関との連携体制の確立を図るものとする。 

  ウ 事業者の自主保安体制確立を図るため、危害予防規定の作成、保安教育計画の作成、火薬

類製造保安責任者の選任等について指導するものとする。 

  エ 事業者の予防対策について監督・指導する。 

 ⑶ 北海道 

  ア 火薬類取締法の規定に基づき、保安検査、立入検査を行い、法令の規定に違反する場合は、

許可の取消等の措置命令を発するものとする。 

  イ 火薬類取締法の規定による許可等の処分をしたとき、又は届出を受理したときは、速やか

に道公安委員会に通報する等関係機関との連携体制の確立を図るものとする。 

  ウ 事業者の自主保安体制確立を図るため、危害予防規程の作成、保安教育計画の作成、火薬

類製造保安責任者の選任等について指導するものとする。 

 ⑷ 北海道警察 

  ア 火薬類取締法の施行に必要な限度において、立入検査を実施する等その実態を把握すると

ともに、資機材を整備充実し、災害発生時における初動体制の確立を図るものとする。 

  また、必要と認められるときは、北海道、北海道産業保安監督部に対して、必要な措置を

とるよう要請するものとする。 

  イ 火薬類運搬の届出があった場合、災害の発生防止、公共の安全維持のため必要のあるとき

は、運搬日時、通路若しくは方法又は火薬類の性状若しくは積載方法について必要な指示を

する等により運搬による災害発生防災を図るものとする。 

  ウ 火薬庫が近隣の火災その他の事情により危険な状態になり、又は火薬類が安定度に異常を

呈したとき、及び災害が発生したとの届出があったときは、速やかに道知事に通報するもの

とする。 

 ⑸ 石狩北部地区消防事務組合当別消防署 

   火災予防上の観点から事業所の実態を把握し、消防用設備等の保守管理、防火管理者等によ

る自主保安体制の確立等適切な指導を行う。 

 

４ 高圧ガス保安対策 
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 ⑴ 事業者 

  ア 高圧ガス保安法の定める設備基準、保安基準を遵守するとともに、危害予防規程の作成、

保安教育計画の作成、高圧ガス製造保安統括者の選任等による自主保安体制の確立を図るも

のとする。 

  イ 高圧ガスの製造施設等が危険な状態になったときは、高圧ガス保安法で定める応急措置を

講じるとともに、高圧ガスについて災害が発生したときは、道知事又は警察官に届け出るも

のとする。 

 ⑵ 北海道産業保安監督部 

  ア 高圧ガス保安法の規定に基づき、立入検査を行い、法令の規定に違反する場合は、許可の

取消等の措置命令を発するものとする。 

  イ 事業者の自主保安体制確立を図るため、危害予防規程の作成、保安教育計画の作成、高圧

ガス製造保安統括者の選任等について指導するものとする。 

 ⑶ 北海道 

  ア 高圧ガス保安法の規定に基づき、保安検査、立入検査を行い、法令の規定に違反する場合

は、許可の取消等の措置命令を発するものとする。 

  イ 事業者の自主保安体制確立を図るため、危害予防規程の作成、保安教育計画の作成、高圧

ガス製造保安統括者の選任等について指導するものとする。 

  ウ 高圧ガス保安法の規定による許可等の処分をしたとき、又は届出を受理したときは、速や

かに道公安委員会に通報する等関係機関との連携体制の確立を図るものとする。 

 ⑷ 北海道警察 

  ア 人の生命、身体又は財産に対する危害を予防するため特に必要があるときは、立入検査を

実施する等その実態を把握するとともに、資機材を整備し、災害発生時における初動体制の

確立を図るものとする。 

  イ 高圧ガスの製造施設等が危険な状態になったとき、又は災害が発生したとの届出があった

ときは、速やかに道知事に通報するものとする。 

 ⑸ 石狩北部地区消防事務組合当別消防署 

   火災予防上の観点から事業所の実施を把握し、消防施設等の保守管理、防火管理者等により

自主保安体制の確立等適切な指導を行う。 

 

５ 毒物・劇物災害対策 

 ⑴ 事業者 

  ア 毒物及び劇薬取締法の定める設備基準、保安基準を遵守するとともに、従業者に対する危

害防止のための教育の実施、毒物劇物取扱責任者の選任等による自主保安体制の確立を図る

ものとする。 

  イ 毒劇物が飛散する等により不特定又は多数の者に保健衛生上の危害が生ずるおそれがある

ときは、直ちにその旨を地域保健室（保健所）、警察署又は消防機関に届け出るとともに、必
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要な応急の措置を講じるものとする。 

 ⑵ 北海道 

  ア 毒物及び劇物の取締法の規定に基づき、立入検査を行い、法令の規定に違反する場合は、

登録の取消等の措置命令を発するものとする。 

  イ 事業者の自主保安体制確立を図るため、従業者に対する危害防止のための教育の実施、毒

物劇物取扱責任者の選任等による自主保安体制の確立を指導するものとする。 

 ⑶ 北海道警察 

   必要に応じ、毒劇物の保管状態、自主保安体制等事業所の実態を把握するとともに、資機材

を整備し、災害発生時における初動体制の確立を図るものとする。 

 ⑷ 石狩北部地区消防事務組合当別消防署 

   火災予防上の観点から事業所の実態を把握し、消防用設備等の保守管理、防火管理者等によ

る自主保安体制の確立等適切な指導を行う。 

 

６ 放射性物質災害対策 

 ⑴ 事業者 

  ア 放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の定める設備基準、保安基準を遵

守するとともに、放射線障害予防規程の作成、必要な教育訓練の実施、放射線取扱主任者の

選任等による自主保安体制の確立を図るものとする。 

  イ 放射性障害のおそれがある場合又放射線障害が発生した場合は、放射線同位元素等による

放射線障害の防止に関する法律で定める応急措置を講ずるとともに、直ちに文部科学大臣、

石狩北部地区消防事務組合へ通報するものとする。 

 ⑵ 石狩北部地区消防事務組合当別消防署 

   火災予防上及び消防活動上の観点から、消防用設備等の状況、放射線測定機器等の保有上状

況、汚染検査・除染体制の状況等、事業所の実態を把握し、消防用設備等の保守管理、防火管

理者等による自主保安体制の確立等適切な指導を行う。 

 ⑶ 北海道警察 

  ア 放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の施行に必要な限度で、立入検査

を実施する等その実態を把握するとともに、資機材を整備し、災害発生時における初動体制

の確立を図るものとする。 

  イ 放射性同位元素又は放射性同位元素により汚染されたものを運搬する届出があった場合、

災害の発生防止、公共の安全確保のため必要があるときは、運搬日時、経路等について、必

要な指示をする等により運搬による災害発生防止を図るものとする。 
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 第１０節 建物等災害予防計画                   

 

 地震災害から建築物等を防ぎょするための計画は、次のとおりである。 

 

１ 建築物の防災対策 

 ⑴ 木造建築物の防火対策の推進 

   町は、木造建築物について延焼のおそれがある外壁等の不燃化及び耐震化の促進を図るもの

とする。 

 ⑵ 既存建築物の耐震化の促進 

   町は、現行の建築基準法に規定される耐震性が不十分な既存建築物の耐震診断及び耐震改修

を促進するため、耐震改修促進計画に基づき、耐震診断及び耐震改修に対する支援や建築関係

団体と連携した相談体制、情報提供の充実など所有者等が安心して耐震化を行うことができる

環境整備を図るものとする。 

また、町民等にとって理解しやすく身近に感じられる地震防災マップの作成のほか、セミナ

ー等の開催、パンフレット・インターネットを活用した普及啓発を図る。 

さらに、町は、建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づき、建築物の所有者に対して指

導・助言を行うよう努めることとし、指導に従わない者に対しては、必要な指示を行う。また、

著しく保安上危険となるおそれがあると認められた建築物については、建築基準法に基づく勧

告、命令を実施するとともに、耐震改修促進計画で定める地震時に通行を確保すべき道路の沿

道建築物については、積極的に耐震化を推進するものとする。 

 ⑶ ブロック塀等の倒壊防止 

   町は、地震によるブロック塀等の倒壊を防止するため、既存ブロック塀にあっては建築パト

ロールなどを通じて点検、補強の指導を行うとともに、新規に施工、設置する場合には、施工、

設置基準の遵守をさせるなど、安全性の確保について指導を徹底する。 

 ⑷ 窓ガラス等の落下物対策 

   町は、地震動による落下物からの危害を防止するため、市街地で主要道路に面する地上３階

建以上の建築物の窓ガラス、外装材、屋外広告物等で落下のおそれのあるものについて、その

実態を調査し必要な改善指導を行うものとする。 

 

２ がけ地に近接する建築物の防災対策 

 ⑴ 町は、がけの崩壊等で危険を及ぼすおそれのある区域において、建築物の建築制限を行うと

ともに既存の危険住宅については、がけ地近接危険住宅移転事業制度を活用し、安全な場所へ

の移転促進を図るものとする。 

 ⑵ 町は、大規模盛土造成地の位置や規模を示した大規模盛土造成地マップ及び液状化被害の危

険性を示した液状化ハザードマップを作成・公表する。また、町は、滑動崩落の恐れが大きい

大規模盛土造成地において、宅地の安全性の把握及び耐震化を推進する。 
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 第１１節 土砂災害予防計画                    

  

 土砂災害を予防するための計画は、一般災害対策編「第４章災害予防計画第１０節土砂災害予防

計画」による。なお、本町の土砂災害警戒区域の現況は、次のとおりである。 

 

１ 現況 

 ⑴ 本町における、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１

２年５月８日法律第５７号。以下「土砂災害防止法」という。）に基づく土砂災害警戒区域及び

土砂災害特別警戒区域の指定箇所は、次のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然現象の種類 土砂災害警戒区域 内特別警戒区域  

急傾斜地の崩壊 ６７ ６７ 

土石流 ２６ ９ 

地滑り ３ ０ 

指定箇所数 計 ９６ ７６ 
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 第１２節 液状化災害予防計画                   

  

 地震に起因する地盤の液状化による災害を予防するための計画は、次のとおりである。 

 

１ 現況 

  液状化現象による災害については、過去の地震においてもしばしば認められてはいたが、新潟

地震（１９６４年）を契機として、認識されたところである。兵庫県南部地震（１９９５年）に

おいても、埋立地などを中心に大規模な液状化による被害が発生している。近年、埋立などによ

る土地開発が進み、また都市の砂質地盤地域への拡大に伴い以前に増して液状化被害が発生しや

すい傾向にある。 

  北海道においては、十勝沖地震（１９６８年）による液状化被害が大規模かつ広範囲に記録さ

れているほか、釧路沖地震（１９９３年）、北海道南西沖地震（１９９３年）、北海道東方沖地震

（１９９４年）においても、道南及び道東の広い地域で発生し、大きな被害をもたらした。 

  最近では、十勝沖地震（２００３年）において、豊頃町～浦幌町に被害の集中がみられたほか、

札幌市や標茶町など遠地においても液状化による被害が発生した。 

  また、「平成３０年北海道胆振東部地震」では、札幌市や北広島市等の住宅地において、地盤液

状化による被害が発生した。 

 

２ 液状化対策の推進 

 ⑴ 町及び防災関係機関は、液状化による被害を最小限にくい止めるため、公共事業などの実施

にあたって、現地の地盤を調査し、発生する液状化現象を的確に予測することにより、現場の

施工条件と、効果の確実性、経済性等を総合的に検討・判断し、効果的な液状化対策を推進す

る。 

 ⑵ 液状化対策の調査・研究 

   町及び防災関係機関は、大学や各種研究機関との連携のもと、液状化現象に関する研究成果

を踏まえ、危険度分布や構造物への影響を予測し、液状化対策についての調査・研究を行う。 

⑶ 液状化の対策 

   液状化の対策としては、大別して次の方法がある。 

  ア 地盤自体の改良等により液状化の発生を防ぐ対策 

  イ 発生した液状化に対して施設の被害を防止、軽減する構造物対策 

  ウ 施設のネットワーク化等による代替機能を確保する対策 

 

３ 液状化対策の普及・啓発 

  町及び防災関係機関は、液状化対策の調査・研究に基づき、町民・施工業者等に対して知識の

普及・啓発を図る。 
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 第１３節 積雪・寒冷対策計画                   

 

 積雪・寒冷期において地震が発生した際の対策関する計画は、一般災害対策編「第４章災害予防

計画第１６節積雪・寒冷対策計画」による。 

 

 第１４節 業務継続計画の策定                   

 

 町及び事業者は、災害応急対策を中心とした業務の継続を確保するため、業務継続計画（ＢＣＰ：

Business Continuity Plan）の策定に努めるものとする。 

 なお、策定等に当たっては、一般災害対策編「第４章災害予防計画第１７節業務継続計画の策定」

による。 

 

 


